
各種イベントにおける「ごみゼロ・省エネ化促進法（仮称）」の早期

制定を求める意見書 

 

現在、我が国で開催される見本市、文化行事、スポーツなど各種イベントの事業

規模は年間４兆5,000億円（平成13年、社団法人日本イベント産業振興協会調べ）

に上り、ＧＤＰ（国内総生産）の約１％弱に相当する。会場では多くのごみが出さ

れ、紙や電気などの資源が大量消費され、環境に大きな負荷を与えている状況にあ

る。 

近年の地球環境問題への関心や自然との共生に対する認識が高まる中、各種イベ

ントの実施に当たっては、廃棄物を抑制しつつ、環境と調和し、環境に配慮した取

り組みが求められている。さらに、地球温暖化の進行を背景に省エネの推進が非常

に重要な課題の一つになっている。 

一部の自治体では既に、イベント開催における取り組みに関し、「エコイベント

マニュアル（環境に配慮したイベント開催システム）」を作成して、(1)資料は希

望者だけに配布し、持ち帰らない人の資料は回収し、リサイクルする、(2)ごみの

分別収集の徹底、(3)公共交通機関や自転車による来場を呼びかける――など、さ

まざまな工夫でごみゼロ、省エネ化に取り組んでいる。こうした取り組みを民間に

も波及させ、全国的に広げるため、各種イベントのエコ化、グリーン化、省エネ化

を促進するための法整備を講ずる必要がある。 

今後、政府として、循環型社会形成推進基本計画の着実な推進、環境意識のさら

なる浸透を図るなど、一層の充実を図るためにも、国が主催する行事から、省資源

・省エネの推進、ごみの発生を抑える仕組みづくり等のガイドラインの作成・実施

などを図るとともに、全国の各種イベントにおいても実施させていくようにするこ

とが重要である。 

よって、国及び政府に対し、ＧＤＰの約１％弱に上る各種イベントのごみゼロ・

省エネ化を推進する「ごみゼロ・省エネ化促進法（仮称）」の早期制定を強く求め

るものである。 

 

上記、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。 

 

平成16年６月23日 

 

三鷹市議会議長 久保田 輝 男 

 


